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　はじめに
地下水浄水場存続の取り組みを始めて２年が経過した。
「近年まれに見る純粋な住民運動に感動した」とは、ある日刊紙の記者。

浄水場は存続し、地下水の給水は今日も継続している。裁判も大詰めの感がある。
　
　京都府宇治市には６か所の地下水浄水場がある。市内給水量の三分の一がこの地下水（自己水）で、残りが府営広域水道（購入水―以下府営水という）である。災害に備え、自己水と府営水はバルブにより切り替えが可能になっている。
宇治市水道部が、六浄水場のうち「開」「槙島」二か所の浄水場を2007年４月から休止する（実質廃止）と、給水契約者である住民には全く説明がないまま、突然、議会建設水道常任委員会に提案した2006年12月21日がことの始まりである。休止理由は水質悪化、環境省の指導があった、老朽化により経費が増大。
第１回住民説明会（宇治市開地区自治連合会主催）は翌07年3月5日。水道部は当初、水質悪化（原水中の有機化学物質―トリクレン・テトラクレン）と環境省の指導が主な休止理由と説明。住民の納得がないままの切り替えはしないとの合意のもと説明会を継続した。３回の説明会を経るなかで、休止理由の水質悪化と環境省の指導が実無根と判明。自治会は白紙撤回を要求した。その直後、市水道部は説明会を一方的に打ち切り、浄水場休止の実力行使（バルブの切り替え）に及んだ。このため住民は、深夜、身を呈して切り替え作業を阻止した。（07年6月―「夏の陣」と呼称）
その後、水道部は休止理由を変更して自治連合会と協議を再開。ところが、協議のたびに説明内容が変ること、議会での報告や答弁と住民への説明が違うことなど、「老朽化による経費増大」「小規模浄水場は高くつく」という新たな休止理由の信ぴょう性が疑わしくなった。このため自治会がＮＰＯや議員の協力を得て調査した結果、「老朽化対策費用」は市水道部見積もりの「百分の一」でしかないこと、「開浄水場のランニングコストは府営水より高い」との説明が虚偽であることが判明。自治会は再び休止撤回を求めたところ、市水道部は、またもや協議を打ち切り、「議会決定済みの休止方針は速やかに実施する責務があり、早期に切り替えを行う」と自治会に通告したのである。同年12月末のことであった。年1月再び実力行使に及んだ。
自治会はこの事態の打開を図るため、５回の住民懇談会を開催。裁判に訴えることを決定。2008年1月16日、231名の原告団で提訴した。また市水道部の実力行使に対し、前回6月を超える100名以上の住民が参加して阻止した。（1月21日深夜―冬の陣）
裁判―開浄水場休止差止訴訟―は７回の公判を終え今日も継続している。この間、市水道部や宇治市長は、「休止差し止めを求める議会請願」を13：16で否決したことなど議会決定を唯一の理由に、休止決定は合理的と強弁を続け、開浄水場休止を執行できない状態が続いている。
　
浄水場の概要
　　開浄水場の概要  （宇治市水道部資料から）
給水能力　１日１５００トン
現使用量　１日　６９０トン（稼働率４６％）
給水地域　開町　広野町桐生谷
対象人口　９１０戸　２３００人
　
　自治会の取り組み

　地下水を飲用している開地区自治連合会など近隣の三自治会は連携して、唐突で、全く合理性のない休止に反対して、浄水場存続を求めるさまざまな取り組みを続けてきた。（この間、一方の槙島浄水場は2007年4月休止。）

水道部との交渉（07年3月～12月　説明会及び協議）、議会請願（「開浄水場の一方的な休止をしないでいただきたい」07年6月）、協力議員による本会議一般質問、常任委員会での論戦（07年6月～09年3月）。「地下水の保全と活用を求める１万人署名」の取り組み（07年7～8月、９月議会に署名を添え市長・議会議長宛て要望書提出）。近隣自治会への協力要請。駅頭チラシ配布、地方紙での意見広告、市民へのアピール、地方紙への投書（「開の水は安全で安心な水道水です」）市水道部による2度の実力行使（07年6月、08年1月）に際し座り込み。提訴―開浄水場休止差止訴訟（０８年１月）、公開質問（第一次～三次）住民監査請求など。また地域内では、自治会員を対象に、講師を招いて地下水の重要性を再認識する連続勉強会や住民懇談会、決起集会や裁判報告会等を継続的に行ってきている。

私は地域の一住民として、また環境カウンセラーとしてこの問題に当初から関わり、０７年６月、自治連合会に設置された第二次水道問題対策委員会委員長として、問題解決に取り組んできた。この問題が生起した当初には、「地下水管理と住民の取り組み」（2007.4.15「循環型社会に向けた動き2007」１６２頁）をレポートした。

また志あるメンバーの協力を得て、ホームページ「地下水未来市民ネット」を立ち上げ、発信を続けている。　http://www4.atwiki.jp/chikasui/pages/11.html
（２年間の各種取り組み、新聞報道、議会での論戦議事録、裁判資料、地下水関連記事等全ての情報を「地下水未来」に掲載しているので参照いただきたい。）
　一方、私たちと連携する形で、市民の活動として、「水を考える南山城の会」が宇治市内の井戸や湧き水探索、地下水水質調査など地下水を見直す取り組みをはじめられて１年になる。この活動は、「京都府地域再生事業」の認定を受け、今年４月に活動報告書をまとめられた。

また、三自治会のうち一自治会では、地下水節水のため雨水利用の取り組みも始まっている。下水道に接続したあとの家庭浄化槽を雨水タンクとして利用、ポンプアップして庭木の散水や下水用に使う試みで、ＮＰＯ法人「京都・雨水の会」の協力を得て進められている。

循環型社会と地下水（地域水道）
地下水は、温度の変化が少なく水質が清浄なことから飲料水、工業用水、農業用水等に広く利用され、災害時の水源としても重要な役割を果たしてきた。高度成長期に深刻であった地下水の過剰採取による地盤沈下や水質汚染に対し、国や都道府県による規制強化が功を奏し、今日水量が戻り、汚染も減少傾向にある。
　環境省は汚染された地下水を、より経済的・効率的に浄化する技術の開発・普及を図る地下水汚染対策をすすめる手引を発行（地下水をきれいにするために　2004年7月　環境管理局　水

環境部）、地下水利用の促進を図っている。

地下水は地球水循環を構成する重要な要素である。国土交通省は「地下水を取り巻く環境の変化を踏まえ、重要な水資源として地下水を適性に保全・利用していくための総合的な地下水政策のあり方を検討する」学識経験者による懇談会を設置（1998年国土庁水資源部）、2003年京都で開催された第３回世界水フォーラムで「今後の地下水利用のあり方」をテーマに分科会を主催、2007年3月「健全な地下水の保全・利用に向けてー今後の地下水利用のあり方に関する懇談会報告」において「地下水資源マネジメント」を提案した。今日、地下水は地球環境問題、循環型社会の重要なテーマになりつつある。
京都府内における水道水の現状は、広域水道―府が経営する３浄水場水（原水―河川水・ダム水）51.3％、各自治体が管理する地域水道（原水―地下水）48.7％である。（京都府営水道事業経営懇談会資料　2009年3月）。府の広域水道は膨大な設備投資、給水人口の減少（設備計画人口に満たない住民数）、給水量の減少（企業の地下水へ転換、住民の節水など）の現状をかかえ、水道料金の値上げが確実視され、一方で府営水使用量増加策として地下水の減少を検討する可能性がある。

京盆盆地の地下には、琵琶湖に匹敵する水量の地下水盆があるとされる。（アジア古都物語・京都千年の水脈　楠見晴重　京の地下水）豊富な地下水が京都の食文化を育くできた歴史がある。府南部においても、各市町が独自に地下水調査を行い、良質な水質と豊富な水量に基づき地下水浄水場をつくり、地下水を優先的に住民に供給している。（地下水比率　城陽市80％　京田辺市70％　八幡市、久御山町約50％）また宇治市内の徳州会病院、京都文教大学、ヤクルト、山崎製パン工場など企業や学校も揚水施設をつくり、地下水を使用している。宇治市内企業の地下水利用量は京都府内で一番多い。（京都府「工業用水（淡水）市区町村・地域別結果表」
私たちは、地下水の持つ特性（良質な水質、経済性、恒温性、利便性）及び災害時の貴重な水源として地下水の価値を見直し、地下水の保全と活用を進める施策への転換、地下水浄水場の存続を宇治市行政当局や議会、市民に訴えを続けてきた。さらに今日、広域水道よりも地域水道の重要性、すなわち遠くにある水ではなく身近にある水を地域の中で循環的に利用する重要性に気付き始めている。循環型社会形成においては、水資源の循環的利用は重要な課題なのである。

本稿の参考に、裁判の争点について自治会員に配布したチラシ、議員に問題点をアピールしたチラシを掲載したい。
	


裁判の現状をお知らせします

◆　私たちの主張
　　私たちには、「開浄水場で浄水された水の供給を受ける（契約上の）権利が


成の会議報告書）。

には、一般的な水道契約とは明らかに異なる特殊性があります。「特殊な給水契約」といっても良いでしょう。

　　したがって
　　　開浄水場を一方的に「休止」して、府営水に切り替えることは、


いずれも事実に反するものであり、契約変更を正当化しうるものではありません。

◆　宇治市の言い分
　　宇治市が原告（住民）に「地下水を供給する」と約束したことはない。
　　　　

　そのまま継承したのではない。
	　そもそも給水契約は、「需要家台帳または給水装置使用開始届によって成立する」ものであって、覚書や市長発言をもって成立するものではない。　



　ものであり、原告ら主張の給水契約を基礎づける事実とはなりえない。」

水を供給するかは水道事業者の判断（裁量）で決められるものである。
◆　この問題のポイント

なっています。

ません（行政的にも、法的にも）。

分な合理性・正当性のある場合に限られます。

切り替えは、むしろ地方公営企業法にも違反します。

水質問題、給水単価等々）事実誤認に基づく恣意的なもので違法（裁量権の濫用）です。

いずれにせよ、一方的な「休止決定」（契約変更）は許されません。
	


いえども否定できないのです。

示されるまでは違法行為を中断するのは当然のことです。

する異常なものであり、法治国家においては断じて許されないものです。
	この点について、議会からなんらの疑問も批判も上らないのは驚くべきことであり、
極めて悲しいことと言わねばなりません。



　
宇治市議会議員各位

宇治市水道部のこんな無法が許されてよいのでしょうか？！

（1） 契約無視の違法な債務不履行！

〇　日産車体の簡易水道事業を引き継いだ宇治市には、私たちに開浄水場の地下水を供給する法的義務があります。（昭５３．１．１７の「覚書」など根拠多数）。

〇　しかし、市水道部は「開浄水場の休止は決定済みのこと」とうそぶいています。契約上の義務を、正当な理由（＝義務の履行が不可能となるような新たな事情）もなしに、一方的に不履行を宣言するのは違法行為です。

　　　民間では考えられないこのような違法行為を、公行政を担う地方公共団体が行ってよいのでしょうか？！

〇　メンテ（ポンプの取替えなど）を拒否し、係争中に「休止」を強行するのは違法行為の上乗せです。

（2） 悪質な情報操作＜その１＞――「水質悪化」の大うそ！

　

　　　〇　水道部は、開浄水場の休止理由の一つとして、原水の水質が悪化してきていると、議会でも地域でも喧伝しました。

　　　　　しかし、混入しているとされる揮発性の有機化学物質は曝気装置（エアーレーション）によって簡単に除去できるものです。水道部の主張は悪意に満ちた妄言です。現に平成３年に同装置が設置されて以来、何ら問題になっていません（京都府「宇治市浄水場及び周辺井戸の汚染について」平成１９．４．１７）。

（3） 悪質な情報操作＜その２＞――「経費節減」の大うそ！

〇　水道部は、「府営水が余っているのだから、これに切り替える方が『経費節減』になる」旨強調しています。

〇　しかし「余っている」府営水は、「浄水費」はもちろん、「配水費」、「給水費」、「総務費」など、いずれについても開浄水場の経費を大きく上まわっています。

〇　府営水の方が高いということは、市の「中・長期整備計画」（平成１４．３）においても明記されていることなのです（『概要版』１６頁）。

〇　高い府営水が「余っている」ということは、必要以上に高い買い物をしているということに他なりません。このような公金の使い方こそ問題なのではないでしょうか。

（4） 平成１８年度に購入した開浄水場のポンプを他に流用！

市は平成１８年度予算案に開浄水場の取水ポンプ購入費用を計上し、議会の議決を経て、９月にポンプを購入しました。開浄水場の「資産」として台帳に登録までしておきながら放置し、その後、勝手にこれを他に流用していました。台帳の訂正が行われたのは、何と平成２０年になってからでした。法的にも問題のある驚くべきことが行われたのです。

（５）「休止決定」は、市が決定済の諸「計画」をも平気で無視！

　　　〇　平成１３年に決定された『宇治市第４次総合計画』は「上水道の整備」（第７編第３　　　　　　　　　　　　　　章第三節）の項において、「阪神・淡路大震災の教訓」から「自己水源の確保」を「基本施策」の冒頭に掲げました。

　　　〇　この「基本方針」は平成１４年３月に決定された『宇治市水道事業　中・長期整備計画』でも再確認されました。

　　　　　「安定給水の確保」のために「水源の複数化」を「課題」としているのです。

　　　　　　さらに「危機管理」の観点からも「自己水源からの取水の安定性を確保する」と明記しています（『概要版』２４頁～２８頁）。

　　　〇　多くの時間と労力、そして多大の公費を使って策定した諸「計画」にも明らかに反する水道部のやり方は異常です。

市・水道部のこのような違法かつ異常なやり方は、行政内部的にも、議会においても早急に正されなければならないと考えます。

開地区自治連合会・開ヶ丘自治会・一里丘自治会・第二次水道問題対策委員会
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